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平成１３年工場立地動向調査の要旨

平 成 １４年 ３ 月 ２ ７ 日

経済産業省経済産業政策局

地 域 経 済 産 業 政 策 課

１．全国の工場立地の概況

(1) 平成１３年（１月～１２月）の工場立地件数は１，１３０件で、前年（平成１２年、１，１３４

件）と比較すると電気機械、プラスチック製品、金属製品を中心にＩＴ不況等の影響が尾を

引いて減少、また石油・石炭製品が減少した。しかしながら、一般機械、化学工業、輸送

機械等が増加したことことから全体では０．４％の微減に留まった。立地面積は１，３８７ｈ

ａで、前年（１，４８４ｈａ）と比較し９７ｈａ（６．６％）の減少、前期（７３４ｈａ）比では、８１ｈａ

（１１．１％）の減少となった。（図－１）

(2) 資本金規模別の立地件数では、前年と比較して、資本金１千万未満、５千万～１億未

満及び１０億円以上の階層でそれぞれ減少した。増加した階層は１千万～５千万未満、

１億～１０億未満の階層で、特に１千万～５千万未満で前年比４３件（９．４％）と大幅な増

加となた。（図－２）

(3) 工場の移転による立地件数は４３９件で、前年（４２２件）比１７件（４．０％）増、移転でな

い立地件数は６９１件で、前年（７１２件）比２１件（２．９％）減となり、引き続き移転でない

件数が移転を上回り、移転でない割合は６１．２％となった。（図－３）

２．地域別立地状況

（1）地域別立地状況は、南東北、関東臨海、東海、四国、北九州を除く９地域において、前

年より立地件数が減少した。（図－４）増加した５地域では、関東臨海における立地件数

の増加は顕著であり、前年比２１件（２６．９％増、本年立地件数９９件）の増加となった。

また、同様に東海１９件（１４．０％増、同１５５件）、四国６件（１８．８％増、同３８件）、南東

北４件（２．３％増、同１８０件）、北九州２件（２．２％増、同９１件）とそれぞれ増加した。

３．業種別立地状況

（1）立地件数が多かった業種は、食料品１６９件（前年１７２件）、一般機械１３５件（前年１１４

件）、電気機械１３３件（同１７６件）、金属製品９８件（同１１５件）、プラスチック製品８４件（同１

０５件）で、この上位５業種で全立地件数（１，１３０件）の５４．８％（同６０．１％）を占めた。（図

－５）
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４．立地地域選定理由

（l）立地地域の主な選定理由のなかで「最も重要な理由」では、第１位は前年に引き続 き「用地

面積の確保が容易」で１７３件、全回答件数に対する割合が２０．１％（前年２０．８％）と他を引

き離している。また第２位以下の順位が昨年と変わり、昨年第５位であった「地価」が第２位と

なり１０２件、同１１．９％（同９．１％）、第３位は｢本社への近接性」で９６件、同１１．２％（同１

２．８％）、第４位は「市場への近接性」で８７件、同１０．１％（同１２．６％）、第５位は「関連企

業への近接性」で８４件、同９．８％（同１１．４％）となった。（図－６）

５．研究所及び外資系企業の立地状況

(1) 独立した研究所の立地件数は１９件で、前年（２１件）より２件減であった。（図－１０）県別で

は、栃木県が３件で、神奈川県、静岡県、大阪府、大分県が各２件、北海道、石川県、山梨県、

愛知県、三重県、京都府、徳島県、福岡県が各1件であった。特に北海道において、空港跡地

を活用した大規模（４３ha）な外資系の研究所が立地したことが特筆される。（図－７）

(3) 外資比率５０％以上の外資系企業の工場立地件数は９件で、前年（１３件）から４件減少し

た。（図－８）

地域別では、南九州が３件、南東北、関東内陸が各２件、北東北、東海が各１件となり、業

種別では、化学工業が３件、電気機械、輸送機械が各２件、非鉄金属、一般機械が各１件とな

った。

（工場立地動向調査の対象等について）

(1)工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されております。

(2)調査対象は、全国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く）、ガス業、熱供給業のため

の工場又は事業場を建設する目的をもって取得（借地を含む）された１，０００㎡以上の用地（埋立

予定地を含む）です。

(3)なお、昭和６０年からは独立した研究所（民間の試験研究機関で、主として前記４業種に係る分野

の研究を行うものに限る）の用地も併せて調査しています。

問い合わせ先： 経済産業政策局

地域経済産業政策課

柿崎、巨瀬

ＴＥＬ：０３－３５０１－１５１１（内線２７５１）

ＦＡＸ：０３－３５８０－６３８９
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図－１ 全国の工場立地の推移

図－２ 工場立地件数の推移（資本金規模別）

図－３ 工場立地件数の推移（移転・移転でないの別）

（注）移転とは、自社の既存工場の全部又は一部を廃止する計画のもとに、別の工場敷地において新たに工場を建設する場合を

いう。
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図－４ 地域別立地件数の年次比較

図－５ 主な業種の工場立地件数の推移
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図－６ 立地地域選定理由の比率

図－７ 研究所立地件数の推移

８ 外資系企業の工場立地件数の推移図－
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平成１３年工場立地動向調査（速報）

平成１４年３月２７日

経済産業省経済産業政策局
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１．はじめに

工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されており、その対象は全

国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く 、ガス業、熱供給業のための工場又）

は事業場を建設する目的をもって取得（借地を含む）された１，０００㎡以上の用地（埋立

予定地を含む）である。また昭和６０年からは独立した研究所（民間の試験研究機関で、主

として前記４業種に係る分野の研究を行うものに限る）の用地も併せて調査している。今回

は平成１３年（１月～１２月）の結果をとりまとめた。

なお、本文中の数値については平成１２年までの立地件数、立地面積の数値は確報値を使

用したが、平成１３年の数値は、速報値を用いた。

（注） 工場立地面積、増減率等の数値は、四捨五入の関係で、構成項目を個々に足した値

と合計が異なる場合がある。
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２．全国の工場立地の概況

本年（平成１３年）の工場立地件数は、１，１３０件であり、前年比で４件（０．４％）の微減となり、

立地面積も１，３８７ｈａで前年比で９７ｈａ減少した。１件当たりの面積でも前年の１．３１ｈａから１．２

３haに減少する等、全体として小規模立地の傾向となった。これは関東地区等一部地域で大型立

地の微増傾向がみられた一方で、全体として10ha以上の大規模立地が伸びなかったこと、中小企

業高度化資金等の活用による集団立地が多かったこと等に起因するものである。また50ha以上の

大規模立地についてもなかった。この背景の一つとして、長引く不況により企業の新規投資に対す

るマインドが慎重になっていること、工場用地の資産的価値の低下による土地所有志向の低下等

があげられる。またこの影響により、茨城県のように、かつて工場用地として取得された土地の転

売による取得が増加する等の現象もみられた。

企業規模別立地状況では、件数べ一スで工場立地の主力となる資本金１千万円～５千万円未

満の企業が前年に引き続き大幅に増加したこと、敷地面積規模１万から３万㎡未満の比較的大規

模層で減少した一方で、３千～１万㎡未満の中・小規模層で大幅に増加したことが特筆される。

（ ）平成１３年（１月～１２月）の工場立地件数は１，１３０件で、前年（平成１２年、1

１，１３４件）比４件（０．４％）減少した （図－１）。

半期別の立地件数は、上期（１～６月）が５７５件で前期比８８件（１３．３％）減

少、下期（７～１２月）が５５５件で同２０件（３．５％）減少した。

１３年上期の立地件数は、半期別の集計が行われた昭和５５年以降最低の件数であっ

た前年同期（４７１件）から１０４件（２２．１％）増加し５７５件に、１３年下期に

は、前年同期（６６３件）から１０８件（１６．３％）減少し５５５件となった。この

ため、年間の立地件数は、平成９年からの連続減から反転した前年に拮抗する立地件数

となり、千件台で堅調に推移した （図－１，付表）。

図－１ 全国の工場立地の推移

（ ）平成１３年の立地面積は１，３８７ で、前年（１，４８４ ）比９７ （６．2 h a h a h a

4432

5853

3303

5088

1278

4157

974 1130

4315

6355

3581

6241

1705

4725

1125
1387

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

42
年

43
年

44
年

4
5
年

4
6
年

4
7
年

4
8
年

49
年

50
年

51
年

52
年

53
年

54
年

55
年

5
6
年

5
7
年

5
8
年

5
9
年

60
年

61
年

62
年

63
年

元
年

２
年

３
年

４
年

５
年

６
年

７
年

８
年

９
年

10
年

11
年

12
年

13
年

立地件数

立地面積

(件、ha)



- 2 -

６％）減少した （図－１）。

（ ）工場立地１件当たりの立地面積は１．２３ で、平成１２年の１．３１ に対し3 h a h a

て減少となった （付表）。

（ ）工場の移転による立地件数は４３９件で、前年比１７件（４．０％）増、移転でない4

立地件数は６９１件で、前年比２１件（２．９％）減であり、前年に続き移転でない件

数が移転を大幅に上回り、移転でない割合は６１．２％となった （図－２，付表）。

図－２ 工場立地件数の推移（移転・移転でないの別）

（ ）工業団地内への立地件数は５１２件、工業団地外への立地件数は６１８件であり、全5

立地件数に占める工業団地内への立地の割合は、平成１０年以降、増加しながら推移し

、 ． ． ． 。（ ）平成１３年には 前年の４３ ５％から４５ ３％へ１ ８ポイント増加した 付表

（ ）本社が工場立地した都道府県以外にある企業の立地（以下 「県外立地」という ）件6 、 。

数は３４４件であり、全立地件数に占める割合は３０．４％で、前年に比較して件数、

割合ともに微減した （図－３，付表）。

図－３ 県外立地件数と県外立地件数が全工場立地件数に占める割合の推移
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（ ）資本金規模別の立地件数では、前年と比較して、資本金１千万未満、５千万～１億未7

満及び１０億円以上の階層でそれぞれ減少した。増加した階層は１千万～５千万未満、

１億～１０億未満の階層で、それぞれ前年比４３件（９．４％増、本年立地件数は５０

０件 、１件（０．７％増、同１３９件）増加した。一方、前年比で減少した階層をみ）

ると５百万未満で前年比７件（７．４％減、同８７件 、５百万～１千万未満で同６件）

（５．０％減、同１１５件 、５千万～１億未満で同１９件（１０．６％減、同１６０）

件 １０億～１百億で同１１件 １３ １％減 同７３件 １百億以上で同１３件 ２）、 （ ． 、 ）、 （

３．６％減、同４２件）の減少となっている （図－４，付表）。

図－４ 工場立地件数の推移（資本金規模別）

（ ）工場敷地を借地して立地した工場の件数は１７８件で、前年（１８９件）比で５．８8

％減となった。

一方、全立地件数に対する借地立地の割合は１５．８％で、調査を開始した以降ピー

クとなった平成１１年から一貫して減少している （図－５）。

図－５ 借地による立地件数と、全立地件数に対する割合
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３．地域別立地状況

９地域で増加した前年に対し、本年の立地件数では５地域のみの増加に留まった。

立地件数の伸びが低調ななかで、最も増加したのは関東臨海地域である。この要因としては、

埼玉県において不況期における地価下落や企業財務改善にむけた資産整理等により、利便性の

高い工業団地内の工場跡地等が安価で提供されてきたこと、また本年前期にみられた分譲価格の

引き下げ等により用地取得件数が増加したこと等があげられる。

また関東臨海地域の次に増加数が多かった東海地域では中小企業による集団立地の動きが目

立ったことがあげられる。例えば、立地件数が増加した愛知県において本年下期の立地全体の約

４割が中小企業による集団立地によるものであったほか、静岡県、三重県等における中小企業の

集団立地についても特筆される。中小企業の集団立地についてみると、本年最も多かったのは関

東内陸地域の長野県（９件）である。今後こうした動きは増加していくものと考えられる。

さらに本年の地域別立地状況のもう一つの特徴として、借地による立地の割合が増加した県が

多かったことがあげられる。全国ベースの借地による立地件数は微減したが、県別にみると借地に

よる立地割合が増加した県が多かった。これは、企業の初期投資を抑制する傾向の高まりを背景

として、定期借地権制度や事業用借地制度（リース制度）等の導入を積極的に実施した自治体が

増えてきたことに起因するものである。例えば、大阪府のテクノステージ和泉の事業用借地制度の

導入のほか、岡山県も平成１３年１０月より工場用地のリース制度を導入し次期以降の立地マイン

ドの回復に期待をかけている。また岩手県では建物も含めた工業用地の賃貸借による取得もあっ

た。今後はこうした借地による立地の動向についても着目していく必要がある。

（ ）地域別立地状況は、南東北、関東臨海、東海、四国、北九州以外の地域において、前1

年より立地件数が減少した。なかでも関東臨海における立地件数の増加は顕著であり、

前年比２１件（２６．９％増、本年立地件数９９件）の増加となった。次いで同様に東

海１９件（１４．０％増、同１５５件 、四国６件（１８．８％増、同３８件 、南東北） ）

４件（２．３％増、同１８０件 、北九州２件（２．２％増、同９１件）とそれぞれ増）

。 、 、 、加した 一方 減少した地域をみると最も減少幅が大きかったのは関東内陸 北東北で

それぞれ前年比１１件（５．６％減、本年立地件数１８６件 、同１０件（１９．２％）

、 ）、 （ ． 、 ）、 （ ．減 同４２件 次いで同様に山陽９件 １７ ０％減 同４４件 北海道８件 １１

９％減、５９件 、北陸７件（１１．７％減、同５３件 、山陰４件（２８．６％減、同） ）

）、 （ ． 、 、 ．１０件 近畿内陸及び近畿臨海でそれぞれ３件 それぞれ７ ９％減 同３５件 ３

９％減、同７３件）南九州１件（１．５％減、同６５件）の減少となった （図－６，。

付表）

（ ）都道府県別で立地件数が多かったのは、茨城県（６２件 、北海道（５９件 、宮城県2 ） ）

５８件 静岡県 福岡県 各５５件 の順で 立地件数が５０件以上は ５道県 前（ ）、 、 （ ） 、 、 （

年は７道県）であった （付表）。
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図－６ １４地域別立地件数の年次比較

図－７ １４地域別敷地面積の年次比較

（ ）立地件数の増減をみると、前年に比べ増加したのが２１都府県（前年２５道府県 、減3 ）

少したのが２３道府県（同１９都県 、増減なしが３県（同３県）で、全体として前年）

より件数が落ち込んだことが顕著に現れている。

、 （ ）、 （ ）、このうち前年に対する増加件数が多かったのは 熊本県 １９件 愛知県 １７件

福島県（１３件 、埼玉県（１２件 、茨城県、大分県（各１０件）である （付表）） ） 。
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図－８－１ １４地域別工場立地件数の推移
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図－８－２ 地域別工場立地件数の対比（平成２年、６年、１３年）
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（ ）本年の立地状況を、移転による立地、移転でない立地別を都道府県別にみると、移4

、 （ ． ）、転でない立地が多かった都道府県は 北海道４６件 移転でない立地の割合７８ ０％

（ ． ）、 （ ． ）、 （ ．宮城県４２件 同７２ ４％ 茨城県３９件 同６２ ９％ 兵庫県３３件 同７１

７％ 、福岡県３３件（同６０．０％ 、新潟県３２件（同７２．７％）の順であった。） ）

、 （ ． ）、また移転が多かった都道府県は 長野県２６件 移転による立地の割合５５ ３％

（ ． ）、 （ ． ）、 （ ．静岡県２６件 同４７ ３％ 愛知県２５件 同５５ ６％ 茨城県２３件 同３７

１％ 、福岡県２２件（同４０．０％）の順であった （付表）） 。

（ ）また都市圏（関東臨海、東海、近畿臨海の３地域）の立地件数は３２７件で、前年比5

３７件（１２．８％）増であり、全立地件数に占める都市圏の割合は２８．９％で、前

年に比べ３．３ポイント上昇した。

一方、地方圏の立地件数は８０３件で、前年比４１件（４．９％）減少した （図－。

９，付表）

図－９ 都市圏と地方圏の工業立地件数割合の推移

（ ）本年の立地状況を、借地による立地件数及び割合でみると、全国ベースの件数では微6
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７件 、茨城県、長野県（各６件 、富山県、岐阜県、大阪府（各５件）の道府県である） ）

が、借地立地割合が高かったのは、岩手県（４６．７％ 、佐賀県（４２．９％ 、山口） ）

県（３６．４％ 、奈良県、和歌山県、岡山県（各３３．３％）愛媛県（３０．８％））

の各県であり、２３の道府県で前年に比して構成比が高まった （付表）。
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４．業種別立地状況

業種別工場立地件数は、昨年、好調であった電気機械、金属製品、プラスチック製品の３業種に

よる立地件数が大幅に減少し、その一方で一般機械、化学工業の立地件数が伸びていることが特

徴である。なかでも化学工業では富山県の医薬品製造業の立地が好調（５件）であったことや１０h

a以上の工場の立地が秋田県、茨城県、徳島県で各１件あったことが特筆される。

また４型業種分類では昨年大幅に増加した加工組立型業種による立地件数の落ち込み（６．３

％減）が顕著であり、出版印刷等の雑貨型（４．３％増）、化学、鉄鋼業等の基礎資材型（１６．７％

増）が伸びている。

また本年のもう一つの特徴として、エコタウン事業等の環境対策や新エネルギー関連の立地の

増加傾向がみられたことがあげられる。なかでも、北海道地域の風力発電所立地（７件）、長崎県

の風力発電（２件）のほか、福岡県の廃棄物リサイクル関連の立地７件のうち、響灘東部工業団地

（総合環境コンビナート）への立地が６件を占めたほか、熊本県でも水俣産業団地（エコタウン承認

地域）への立地等が目立ったことなどが特筆される。

（ ）立地件数が多かった業種は、食料品１６９件（前年１７２件 、一般機械１３５件（前1 ）

年１１４件 、電気機械１３３件（同１７６件 、金属製品９８件（同１１５件 、プラ） ） ）

（ ）、 、 （ ， ）スチック製品８４件 同１０５件 で この上位５業種で全立地件数 １ １３０件

の５４．８％（同６０．１％）を占めた （図－１０－１，付表）。

図－１０－１ 主な業種の工場立地件数の推移
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（ ）１件当たりの立地面積が大きかった業種は、ガス業（３．５ ／件 、電気業（２．2 h a ）

）、 （ ． ）、 （ ． ）、 （ ．３ｈａ／件 化学工業 ２ １ ／件 電気機械 １ ８ ／件 輸送用機械 １ha ha

８ ／件 、窯業・土石製品（１．６ ／件）の順であった。ちなみに本年の工場立ha ha）

地１件当たりの立地面積は１．２３ （前年１．３１ ）であった （付表）h a h a 。

（ ）業種別に立地件数の増減をみると、全２６業種中、前年に比べ増加したのが１４業種3

（前年１４業種 、減少したのが９業種（同９業種 、増減なしが３業種（同３業種）で） ）

あり、立地件数が増加した業種が過半数となった。

また主な業種別の立地件数の推移を対前年の増減数でみると、増加した業種は一般機

械２１件増（立地件数１３５件 、次いで、化学工業１５件増（同７５件 、出版印刷１） ）

４件増（同４２件 、輸送用機械９件増（同６２件 、ゴム製品７件増（同１６件 、鉄） ） ）

鋼業７件増（同３５件）の順となっている。一方、減少した業種をみると電気機械４３

件減（立地件数１３３件 、プラスチック製品２１件減（同８４件 、金属製品１７件減） ）

（同９８件）となっており、立地件数も比較的多く、かつ前年は増加した業種が本年は

減少に転じた。また電気業では前年比４件増の１４件となり、調査開始以来最も多い立

地件数となった。

、 、 、この結果 本年の業種別立地件数では 前年１位だった電気機械の順位が３位となり

１位は食料品（前年２位 、２位は一般機械（同４位 、４位は金属製品（同３位）と順） ）

位が変わった （付表）。

図－１０－２ 主な業種の工場立地件数の対比（平成２年、６年、１３年）
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（ ）立地件数の多い４業種について１４地域別の立地先地域の分布状況をみると、食料品5

では、地域別では南東北（２９件 、関東内陸（２３件 、東海（２０件 、北海道（１） ） ）

８件 の順になっている 一般機械では関東内陸 ２６件 南東北 ２１件 東海 １） 。 （ ）、 （ ）、 （

５件 、南九州（１４件）の順となっている。電気機械では関東内陸（３０件 、南東北） ）

（２５件 、東海（１７件）の順となっている。金属製品では関東内陸（２３件 、東海） ）

（１６件 、南東北（１２件）の順となっている （図－１１）） 。

図－１１ 立地件数の多い業種の１４地域別分布状況

同様に都道府県別にみると、食料品では、北海道及び宮城県（各１８件）が突出して

、 、 、 、 、 、 、多く 次いで茨城県９件 兵庫県８件 埼玉 静岡の各県がそれぞれ７件 長野 三重

福岡の各県がそれぞれ６件、山形、福島、長野、愛知、広島の各県がそれぞれ５件の順

となった。

一般機械では熊本県（１４件）が最も多く、次いで新潟県及び長野県（各１０件 、）

愛知県９件、茨城県８件、山形、群馬、広島の各県がそれぞれ６件の順となった。

電気機械では長野県（１１件）が最も多く、次いで新潟県９件、福島、茨城、栃木、

静岡、兵庫の各県がそれぞれ７件、愛知県６件、宮城、秋田、群馬、神奈川の各県がそ

れぞれ５件の順となった。

金属製品については茨城県（１０件）が最も多く、次いで静岡県９件、群馬、兵庫の

各県がそれぞれ７件、北海道５件の順となった （図－１２）。
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図－１２ 立地件数の多い業種の都道府県別分布状況
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（ ）４型業種分類（注）別に立地件数をみると、地方資源型は３３２件（前年比４件減）6

であり、木材・木製品（前年比３件増 、パルプ・紙（前年比５件増）で増加し、繊維）

工業で前年と同じだったが、それ以外の業種で減少したため、前年比で減少した。

雑貨型は１９２件（前年比８件増）であり、プラスチック製品（前年比２１件減）で

減少したものの、それ以外の業種では増加しており、特に出版・印刷４２件（同１４件

増）が目立っている。

基礎素材型は１４０件（前年比２０件増）であり、それ以外の業種に比べ最も前年比

増加幅（１６．７％増）が大きい。石油・石炭製品（前年比５件減）で若干の減少をみ

たものの、化学工業では前年比１５件増の７５件、鉄鋼業では同７件増の３５件、非鉄

金属では同３件増の２２件となった。

（ ） 、 （ ） 、加工組立型は４４８件 前年比３０件減 と 電気機械 同４３件減 が目立つほか

金属製品（同１７件減）の減少幅も大きかったものの、一般機械（同２１件増 、輸送）

用機械（同９件増）で増加したことから、加工組立型業種全体としては前年比で小幅の

減少にとどまった （図－１３－１，付表）。

図－１３－１ 工場立地件数の推移（４業種分類別）

（注） 型業種分類の内訳4

地方資源型 ：食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維工業、木材・木製品、パルプ・紙、窯業・土石製品

雑貨型 ：衣服、家具、出版印刷、プラスチック製品、ゴム製品、皮革、その他製造業

基礎素材型 ：化学工業、石油・石炭製品、鉄鋼業、非鉄金属

加工組立型 ：金属製品、一般機械、電気機械、輸送用機械、精密機械、武器
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図－１３－２ 工場立地件数の対比（平成２年、６年、１３年、４業種分類）

（注） 型業種分類の内訳4

地方資源型：食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維工業、木材・木製品、パルプ・紙、窯業・土石製品

雑貨型 ：衣服、家具、出版印刷、プラスチック製品、ゴム製品、皮革、その他製造業

基礎素材型：化学工業、石油・石炭製品、鉄鋼業、非鉄金属

加工組立型：金属製品、一般機械、電気機械、輸送用機械、精密機械、武器
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５．立地地域選定理由

立地地域選定理由の動向をみると、「用地面積の確保が容易｣が引き続き第１位を占めている。

次いで昨年第５位であった「地価」が第２位となった。

海外への立地の検討を実施した企業による検討先としては、昨年に引き続き中国が圧倒的に多

い。

（）立地地域の主な選定理由のなかで「最も重要な理由」では、第１位は前年に引き続きl

「用地面積の確保が容易」で１７３件、全回答件数に対する割合が２０．１％（前年２

０．８％）と他を引き離している。また第２位以下の順位が昨年と変わり、昨年第５位

であった 地価 が第２位となり１０２件 同１１ ９％ 同９ １％ 第３位は 本「 」 、 ． （ ． ）、 「

」 、 ． （ ． ）、 「 」社への近接性 で９６件 同１１ ２％ 同１２ ８％ 第４位は 市場への近接性

、 ． （ ． ）、 「 」 、で８７件 同１０ １％ 同１２ ６％ 第５位は 関連企業への近接性 で８４件

同９．８％（同１１．４％）となった （図－１４，付表）。

図－１４ 立地地域選定理由の比率

(注) ◎：最も重要な理由、○：重要な理由
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（ ）同様に 「最も重要な理由」のうち上位のものを対前年比でみると 「地価」及び「県2 、 、

・市・町・村の助成・協力」が大きく増加しているほか 「労働力の確保」も微増なが、

らも引き続き上昇している。一方 「市場への近接性」は昨年に引き続き減少傾向にあ、

り 「本社への近接性 「関連企業への近接性」については本年減少傾向に転じた （図、 」 。

－１５）

図－１５ 立地地域選定理由の比率推移（最も重要な理由）

（ ）同様に県内企業と県外企業とに分けて「最も重要な理由」を比較すると、県内企業で3

は 「用地面積の確保が容易」が１２９件（構成比２２％ 「本社への近接性」が９１、 ）、

件（同１５％）となっている。一方、県外企業では「市場への近接性」が４８件（同１

９％ 「用地面積の確保が容易」が４４件（同１７％ 「関連企業への近接性」が４２）、 ）、

件（同１６％）となっている （付表）。

（ ）同様に立地件数上位７業種について「最も重要な理由」の回答が多いものを順にみる4

と、食料品では「用地面積の確保が容易 「原材料等の入手の便 、一般機械では「用」、 」

地面積の確保が容易 「本社への近接性 「市場への近接性 、電気機械では「用地面」、 」、 」」

」、「 」、 「 」、「 」、積の確保が容易 地価 金属製品では 用地面積の確保が容易 本社への近接性

プラスチック製品では「地価 「用地面積の確保が容易 、化学工業では「市場への近」、 」

接性 「地価 、輸送用機械では「関連企業への近接性 「地価」がそれぞれ多くなっ」、 」 」、

ており、立地選定の理由について、業種別の特徴がみられる （付表）。

（ ）同様に立地件数上位８地域について「最も重要な理由」の回答が多いものを順にみる5

、 、 、 「 」、「 」「 」と 関東内陸 南東北 東海では 用地面積の確保が容易 本社への近接性 地価
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は「用地面積の確保が容易 「地価 「県市町村の助成・協力 、近畿臨海では「用地面」、 」 」

積の確保が容易 「本社への近接性 「市場への近接性 、南九州では「用地面積の確」、 」、 」

保が容易 「地価 「関連企業への近接性 、北海道では「市場への近接性 「用地面積」、 」 」 」、
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の確保が容易」がそれぞれ多くなっており、地域別の特徴がみられる （付表）。

（ ） 、 、 （ ）6 工場立地に際し 海外立地の検討を行った企業は 回答のあった全企業 ８３７企業

のうち３９企業（４．７％、前年２．６％）であった。

このなかで検討した地域は、中国２２件、東南アジア７件、韓国・香港・台湾２件、北

米１件、地域検討せずが７件となっている。中国が昨年より１０件増え、前年に引き続

き検討の対象となっているほか、社会情勢等の影響もあり具体的な地域検討まで至らな

い企業が多かったことが目立った （付表）。
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６．研究所及び外資系企業の立地状況

（1）研究所の立地状況

独立した研究所の立地件数は前年に比べて２件減少。研究開発機能の付設を予定している工

場の割合は２３．６％（前年２４．０％）で０．４ポイント減少。

独立した研究所の立地件数は１９件で、前年（２１件）より２件減であった （図－１６）。

図－１６ 研究所立地件数の推移

県別では、栃木県が３件で、神奈川県、静岡県、大阪府、大分県が各２件、北海道、石川

県、山梨県、愛知県、三重県、京都府、徳島県、福岡県が各 件であった。特に北海道にお1

いて、空港跡地を活用した大規模（４３ ）な外資系の研究所が立地したことが特筆されha

る。

また研究分野別では、工学研究所が１５件、医学・薬学研究所が３件、農学研究所が１件

であった。

研究開発機能を付設する予定の工場の立地件数は２６７件で、前年（２７２件）より５件

１ ８％ 減少しており 今年立地した工場全体に占める割合は２３ ６％であった 図（ ． ） 、 ． 。（

－１６，付表）
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図－１７ 研究機能の付設を予定している工場の割合の推移

研究開発機能別（複数回答）では、開発研究が最も多く２１８件（前年２２９件）で立地

工場に占める割合は１９．３％（同２０．２％ 、次いで応用研究の５３件（同７７件）で）

４．７％（同６．８％ 、基礎研究の５０件（同４５件）で４．４％（同４．０％）となっ）

た。

研究開発機能の付設率が高かった地域は、山陰（４０．０％、立地件数１０件中４件）南

九州（３５．４％、立地件数６５件中２３件 、山陽（３４．１％、同４４件中１５件）近）

畿内陸（３１．４％、同３５件中１１件）となった。

都道府県別に研究開発機能の付設を予定する工場の立地が多かった県をみると 茨城県 １、 （

７件 、群馬県、長野県、静岡県（各１５件 、愛知県、熊本県（各１３件 、埼玉県、神奈） ） ）

川県 （各１２件 、広島県、福岡県（各１１件 、福島県、新潟県（各１０件）の順となっ、 ） ）

た。
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（2）外資系企業の立地状況

外資系企業の立地件数は９件で、昨年比で４件の減少。

外資比率５０％以上の外資系企業の工場立地件数は９件で、前年（１３件）から４件減少

した （図－１８）。

、 、 、 、 、 。地域別では 南九州が３件 南東北 関東内陸が各２件 北東北 東海が各１件となった

業種別では、化学工業が３件、電気機械、輸送機械が各２件、非鉄金属、一般機械が各１

件となった。

国（国地域）別では、米国が８件、英国が１件のみであった （付表）。

図－１８ 外資系企業の工場立地件数の推移
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付    表 

※年度確報の個別表リストを参照ください 
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